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₁．地域経済活力の要因分析

　近年、わが国では地域ごとの経済状況のバラツキが拡大傾向にあ
る。内閣府「県民経済計算」により、1人当たり県民所得の変動係数
（バラツキ度合い）を見ると、2001年度の13.9から2005年度には16.4へ
と、所得格差は一貫して拡大している。また、地域別に有効求人倍率
の動きを見ても、その改善度合いにはかなりのバラツキがある（図1）。
　では、そもそもこのような地域間の経済格差は何に起因している
のであろうか。格差の要因を探るべく、都道府県別データを使用し、
地域経済活力の要因分析を行った。具体的には、「都道府県別の1人
当たり県民総生産」を説明変数とし、各都道府県の「人口規模」と
「人口集約度」、および「純移出比率」に示される「競争優位性のあ
る産業の集積度」を被説明変数とした重回帰分析を行った。
　分析結果から、「人口規模」「人口集約度」「競争優位性のある産
業の集積度」のいずれも数値が大きくなるほど地域経済活力が高く
なること、また、地域経済活力に対する3つのファクターの影響度は、
高い順に、①競争優位性のある産業の集積度、②人口集約度、③人
口規模となることが確認できた（図2）。とりわけ、競争優位性のあ
る産業の集積度の影響が突出して高い。この結果から、以下の3点
が指摘できる。
　第1に、競争力の高い産業を域内に持つかどうかが地域経済活力
向上のカギを握っている。人口減少、グローバル化というトレンド
の下、純移出比率の重要性は、今後一段と強まる方向にある。人口
減少にともなう域内需要の伸び悩みを補うために、海外を含めた域
外需要をどれだけ多く取り込むことができるかが、当該地域の生産
性、ひいてはその経済活力を左右することになるからである。
　第2に、人口集約度は、主に効率化・コスト削減効果による付加
価値額の増加が期待できるファクターである。各地域の中心部へ人
口を誘導し、各種機能の集約によってコスト削減をめざすことが有
効である。現在、政府によって進められている「コンパクトシティ
構想」は、この発想に基づくものととらえられる。
　第3に、人口規模は、就業機会や住環境、歴史や文化など、「地域
固有の魅力」を総合した指標としてとらえる必要がある。地域経済
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を活性化させるためには、域外から人を引きつ
ける地域固有の魅力が何かを見極め、それを高
める視点が重要である。その意味では、競争優
位性のある産業の集積度を高めることは、就業
機会を創出する効果を持つため、結果として人
口規模の拡大にもつながるといえる。

₂．競争力のある地域産業の育成

　さらに、競争優位性のある産業の集積度に着
目し、一段と掘り下げてみると、各都道府県内
の産業シェアのバラツキ度合いを示す「産業特
化係数」と「純移出比率」との間には、地域の産
業構造が特定の産業に特化しているほど純移出
比率が高くなるという関係が確認できる（図3）。
この傾向を先の分析結果と併せて考えると、特
定産業への特化は、純移出比率の上昇を通じて、
地域経済活力を高めるという図式が成り立つ。
すなわち、地域経済活力の源泉である「競争優
位性のある産業の集積度」を高める際、総花的
な産業育成政策ではなく、特定の産業に域内の
経営資源を集中して、得意分野をますます強く
していくという戦略が重要であるといえよう。
　このような「産業特化戦略」の好事例とし
て、北海道ニセコ町の観光業が挙げられる。

　北海道では、外国人来道者数（実人数）が、
1997年度の12万人から2006年度には59万人へ、
10年間で約5倍に増加した。国別では、豪州か
らの観光客が、2006年度までの5年間で約15倍
に急伸した（図4）。特に、道央に位置するニセ
コ町で、その傾向が強い。この背景には、同町
の「良質のパウダースノー」の評判が、インタ
ーネットによる口コミで豪州のスキー・スノ
ーボード愛好家の間に広がったことがある。
　豪州での「ニセコ人気」の高まりを好機とと
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（注）１．数値は各年度の平均値（パート含む）
　　　２．2006年度数値の降順
（出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
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図1　景気拡大局面における雇用環境改善度のバラツキ
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（注）各要素の標準偏差分の変動が1人当たり県民総
　　　生産に与える影響度
（出所）日本総合研究所作成

図2　各要素が地域経済活力に与える影響度
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らえた同町は、バイリンガル対応の観光パンフ
レットや地図を作成し、観光案内のホームペー
ジも英語対応にするなど、積極的に情報発信し、
リピーターの獲得にも成功している。さらに最

近では、豪州から同町への不動産投資も相次い
でいる。
　このような産業特化戦略は、全国各地に見る
ことができ、その重要なポイントは、①特定産
業への特化の前提として、戦略の明確化が必要
であること、②地元の資源や既存の産業の活用
を主軸にしていること、③地域特性をブランド
化することといえる。

₃．中核都市を軸とする 
ネットワークの形成

　では、このような産業特化戦略の成果を地域
経済の再生に結び付けるためには、何が必要で
あろうか。回答は、産業特化により形成された
集積をさらに発展させ、生み出された富を域内
各地に均てんさせることである。つまり、域内
各地をつなぐネットワークを基点として、ヒト、
モノ、カネ、情報のハブとなる「中核都市」の
存在が重要になってくる。このようなネットワ
ーク化の好事例として、福岡市を核とした北九
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（注）１．産業特化係数は、10分類で見た産業別シェア（2002～2004年度の平均値）の値のバラツキ度合い（標
準偏差）として定義。係数が大きいほど特定産業が占めるシェアが大きく（その結果、他の産業のシェ
アが小さく）、その産業に特化していることを意味する

　　　２．純移出比率は、実質県内総支出に占める純移出額の割合（2002～2004年度の平均値）
　　　３．相関係数　0.64
（出所）内閣府「県民経済計算」

図3　産業特化係数と純移出比率との関係
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図4　豪州からの観光客数（実人数）の推移
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州経済圏が参考になる。
　福岡市は、交通インフラが充実しており、自
らも人口140万人を擁する九州地域の一大消費
地であると同時に、物流、人流の拠点として周
辺各地域が供給する商品、サービスを集約し、
海外を含む域外に販売する「ゲート」としての
役割を果たしている。例えば、福岡空港、博多
港は、アジアの玄関口として近年、存在感を高
めており、北九州市を中心とする自動車産業、
大分県や熊本県の半導体・電子部品産業の集積
にとって、重要なアジア向け輸出拠点となって
いる。また、中国や韓国からの入国者数も急速
に増加しており、高速道路網、新幹線を含む鉄
道網を通じて、九州や西日本各地に観光客を送
っている。さらに、2011年には九州新幹線の全
面開通が予定されており、南九州へのネットワ
ーク拡大が期待されるとともに、博多駅周辺の
商業施設の再開発により、一段の集客力向上が
見込まれる。
　加えて、福岡市には、理工系大学を中心とし
た高等教育機関が集中立地しており、地元産業
界にとっては技術系人材の供給元であり、産学
連携による研究開発が製造業への技術力の供給
源となっている。
　このように、地域の物流、人流のハブである
「中核都市」が中心となって、域内各地にネッ
トワークが張り巡らされることにより、地域一
帯の経済を支える広域ブロックを形成すること
が可能となる。すなわち、地域経済を面的な広
がりをともなって活性化するためには、地方の
各都市それぞれが東京などの大都市につながる
従来の「中央集権型ネットワーク」から、各地
域が域内に物流、人流のハブとなる「中核都市」
を持つ「地域主体型ネットワーク」へと変ぼう
することが求められている（図5）。

₄．おわりに―商社に期待される役割

　以上、見てきたとおり、地域経済活性化のカ
ギの一つは、競争優位性のある産業に地元資源
を特化させ、その集積度を高めていくことであ
る。特化と集積の効果によって、魅力的な財・
サービスを産出し、海外を含めた他地域の需要
を開拓していくことが可能となる。この戦略は

今後、人口減少と経済のグローバル化が進行す
る中で、ますます重要になる。
　さらに、産業特化において重要となるのは、
①他と差別化できる地元の資源を活用し、地域
ブランドの育成をも視野に入れた中長期的な戦
略を明確化すること、②地域ごとに「中核都市」
を形成し、域内各地と連携、協働しながら、一
体的な広域ブロックを形成することである。
　こうした文脈の中で、商社には、「中核都市」
に拠点を置きながら、域内ネットワークを形成
する一方、国内外への販路開拓を行う「コーデ
ィネート機能」を発揮することが期待される。
すなわち、商社が持つ情報ネットワークをフル
に活用することで、域内各地の優れた資源・機
能を発掘、開発することが促進される。加えて、
日本の各地に地場商品、サービスの良さを伝え
るとともに、東アジアを中心として海外に新た
な市場を開いていく役割が求められる。
　とりわけ、北海道には、豊かな自然や、経済
成長著しいロシアとの地理的近接性、「中核都
市」足り得る札幌の都市機能など、ネットワー
ク化によって経済が再生できる要素が備わって
いる。北海道経済が再生する過程において、商
社に期待するところは大きい。	

（出所）日本総合研究所作成
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図5　ネットワーク化の形態の変化
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